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秋田県の現状

【市町村数】
２５
（平成の大合併前は69）
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１

【全国順位】
風力発電導入量
地熱発電導入量
スギ人工林面積
食料自給率（ｶﾛﾘｰﾍﾞｰｽ）
重要無形民俗文化財の件数
持ち家比率

２位 （令和３年末）

２位 （令和２年末）

１位 （平成28年度）

２位 （令和２年度）

１位 （令和４年）

１位 （令和２年）

【面積】
１１，６４０ｋｍ２
（全国で６番目の広さ）

能代港洋上風力発電所
（提供：秋田洋上風力発電（株））



人口

自然増減

社会増減

人口
(万人)

約60万人
（社人研推計）

秋田県の人口の推移及び将来推計

攻め の施策 守り の施策
○ 若年層を中心とした定着・回帰

○ 雇用創出・賃金水準向上

○ 結婚・出産・子育て支援

○ 協働によるインフラの効率的管理

○ 地域交通の確保

○ 就業率の向上

推計値

１４０

１２０

１００

８０

６０

４０

２０

1956
135万人

- ２ -

＋３

＋２

＋１

０

△１

△２

△３
19６０ 19７０ 19８０ 19９０ ２０００ ２０１０ ２０２０ ２０２５ ２０３５ ２０４５19５１

自然増減
社会増減
(千人)

2023.7
92.3万人

［行政改革の推進］

県民の利便性の向上

効率的・効果的な業務の遂行

官民による双方向対話の促進

県有施設の整備等に係る公民連携
手法の導入促進

約6６万人
（県人口ビジョン）

など など

出典：県「秋田県年齢別人口流動調査」、厚生労働省「人口動態統計」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来人口」



臨海処理区

大曲処理区

横手処理区

大館処理区 鹿角処理区

秋田湾・雄物川
流域下水道

- ３ -

米代川
流域下水道

種別 実施箇所 処理人口 処理場数

流域下水道 ２流域５処理区
６３９千人

５箇所

公共下水道 ２４市町村 ３１箇所

集落排水等 ２２市町村 ８６千人 １７７箇所

合併浄化槽 ２４市町村 １０８千人 －

※R4末現在

２１３箇所

（R17）
１４０箇所

県構想



生活排水処理事業の状況

○ 人・モノ・カネの課題が顕在化
○ カーボンニュートラルや激甚化・頻発化する災害への対応など、自治体の担う役割は広範囲化
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管渠経過年数(R4年度時点)

(人) (千m3/日)

100200 50

10
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60

(km)

約３割減 約３割減

標準耐用年数

腐食等による
陥没事故急増

40

50

下水道担当職員数(市町村)

市町村計 県(流域)

水道有収水量

- ４ -

（出典）下水道統計から秋田県作成 （出典）下水道統計から秋田県作成 （出典）県「秋田県水道広域化推進プラン」

約4,600km 約340km

普及率
80%

普及率
85%

普及率
88%
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人・モノ・カネの課題を踏まえ、持続的な経営を目指すため

広域化・共同化 官民連携

更に｢脱炭素｣、｢資源有効利用｣、「DX」、｢地域活性化｣等の視点をプラス

①汚泥の広域資源化事業 ②複数自治体の包括的民間委託

③処理場のエネルギー供給拠点化 ④事務を補完する体制の構築

・県北：土壌改良補助材製造
・県南：コンポスト製造

・県＋７市町村で管路の維持管理
業務を共同発注

・脱炭素先行地域に選定
・消化ガス利用＋未利用地に再エネ
設備導入

ＤＢＯ

ＤＢＯ 包括的民間委託

ＤＢＯ

・官と民のノウハウを結集して計画
策定、事業運営、技術継承を支援

官民出資会社
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秋田県生活排水処理事業連絡協議会（下水道法に基づく法定協議会）

【総会】 高度な判断を要する重要事項の審議

構成員：知事、市町村長、管理者

広域化・共同化に関する協議の場として

【幹事会】 特定課題の整理、部会へ委託する事項の協議

構成員：下水道・集落排水・浄化槽担当課長（県・市町村）、
し尿処理担当課長（県）、し尿処理関係一部事務組合の長

【部会】 特定課題の解決に向けた検討

構成員：特定課題に関連する団体の職員（ブロック毎など）

R元.５～
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部会１
｢管路包括管理

検討部会｣

部会２
｢事務処理共同化

検討部会｣

部会３
｢県南地区広域汚泥
資源化検討部会｣

部会４
｢ＢＣＰ検討部会｣

部会５
｢補完体制構築

検討部会｣

第一段階
(R1～)

・県＋７自治体
（臨海処理区）
・秋田市

・県
・北秋田市、三種町、
八峰町

・法非適用自治体

・県、県南市町村
合意形成

・県及び全市町村策定 ・県・秋田市主体で
スキーム検討

・全市町村合意
完 完 完(事業中) 完 完

◆各部会の進捗状況

第一段階の取組は概ね完了
次のステップへ

テーマ１
広域化・共同化による業務効率化

テーマ２
ＤＸの推進

テーマ３
災害対応力の強化

第二段階
(R5～)

【管路包括・施設包括】
・県+市町村 or
・市町村+市町村 or
・市町村の中で大括り化・複数年度化

【汚泥の共同処理に関する検討・調整】
【流域接続、施設統合等に関する調整】

・AI・IoT等を活用した効率化に関する
先行事例の共有、導入可能性調査

（例）
・遠隔監視 ・IoT等の活用（MP等）
・データベースの活用（AI導入）

・ＢＣＰ計画に基づく実施体制の構築

（例）
・合同訓練の実施

◆今後の検討テーマ及び部会再編

県北 包括的民間委託検討部会

県南 包括的民間委託検討部会部 会

中央 汚泥処理検討部会

災害対応力向上部会当面は情報収集し幹事会等で共有

方向性が定まった段階で部会を設置



汚泥の広域
資源化事業

①県北地区広域汚泥資源化事業
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２

建設場所
大館市（大館処理センター内）

設計・施工：H29.5～R2.3
維持・運営：R2.4～R22.3

事業方式
ＤＢＯ

処理量
２２ｔ/日

事業費
約６８億円

設計・施工等：約２９億円
維持・運営 ：約３９億円

県・市町村 課題・対応の検討

Ｈ２５

Ｈ１６～２４

３市・３町・１組合が事業化の方針決定

Ｈ２６ 事務の委託手続き（県⇔２市・２町・１組合）

Ｈ２７～２８ 基本設計、事業方式の検討、公告

・資金調達に関する官民のリスク

・所有権の所在 等を考慮

⇒ ＤＢＯ方式を選定



0
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40
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120

現行更新 集約整備

汚泥の広域
資源化事業

①県北地区広域汚泥資源化事業
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２

建設場所
大館市（大館処理センター内）

設計・施工：H29.5～R2.3
維持・運営：R2.4～R22.3

事業方式
ＤＢＯ

処理量
２２ｔ/日

事業費
約６４億円 ※当初契約時

設計・施工等：約２９億円
維持・運営 ：約３６億円

広域化・官民連携による効果額
［施設更新費＋処分費(20年)］

約４0億円縮減

新資源化施設
建設・維持
６４億円

既存し尿処理施設等
改造費 29億円

汚泥資源化施設

市し尿受入施設
（建設中）



汚泥の広域
資源化事業

①県北地区広域汚泥資源化事業
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２

建設場所
大館市（大館処理センター内）

設計・施工：H29.5～R2.3
維持・運営：R2.4～R22.3

事業方式
ＤＢＯ

処理量
２２ｔ/日

事業費
約６４億円 ※当初契約時

設計・施工等：約２９億円
維持・運営 ：約３６億円

✓ 循環型社会構築への貢献

✓ 地域の活性化等への貢献

・製造された資源化物は大館市内で
土壌改良補助材料として利活用
（地域の産業特性に配慮した利用方法）

・ＳＰＣには地元企業も参画

・維持・運営に当たっては、地域の人材
の雇用や地元企業との連携に配慮

・石炭代替燃料としても利用可能な
品質（供給の冗長性を考慮）

提案

提案



汚泥の広域
資源化事業

②県南地区広域汚泥資源化事業

- １1 -

２

建設場所
横手市（横手処理センター内）

設計・施工：Ｒ５.１～R７.3
維持・運営：R７.4～R2７.3

事業方式
ＤＢＯ

処理量
２０ｔ/日

事業費
約４０億円

設計・施工等：約１７億円
維持・運営 ：約２３億円

汚泥資源化施設
(横手処理センター内)

事業実施前 事業実施後

焼却

緑地還元

埋立

コンポスト 炭化

焼却焼却

県外処理

緑地還元

県・市町村 課題・対応の検討、基本設計

Ｒ２

Ｈ３０～Ｒ１

４市・２町が事業化の方針決定

Ｒ２ 事務の委託手続き（県⇔２市・１町）

Ｒ３～４ 事業方式の検討、公告

・資金調達に関する官民のリスク

・所有権の所在 等を考慮

⇒ ＤＢＯ方式を選定



汚泥の広域
資源化事業２

汚泥資源化施設
建設地

0
20
40
60
80

100
120

PSC LCC
0

20
40
60
80

100
120

現行更新 集約整備

広域化による効果額
［施設更新費＋処分費(20年)］

資源化施設建設・維持のＶＦＭ
［設計・施工＋運営コストの比較］

約２６億円縮減

約６億円縮減

新資源化施設
建設・維持
４０億円

既存し尿処理施設等
改造費 35億円

※LCCはＤＢＯ契約時点、建設・維持のコストで試算

②県南地区広域汚泥資源化事業

建設場所
横手市（横手処理センター内）

設計・施工：Ｒ５.１～R７.3
維持・運営：R７.4～R2７.3

事業方式
ＤＢＯ

処理量
２０ｔ/日

事業費
約４０億円

設計・施工等：約１７億円
維持・運営 ：約２３億円

- １2 -



汚泥の広域
資源化事業
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２ ✓ 臭気に配慮した設計・管理計画

✓ 地域でのコンポスト利用の促進

・発酵過程での臭気発生抑制や脱臭に配慮した施設設計

・徹底した品質管理（定期的な含有成
分分析）と、丁寧な情報発信

・施肥効果検証、推奨施用量の提示、
使いやすさに配慮した状態管理など
地域の方々に安心して農業利用して
もらうための工夫

・運転管理上の留意点や、モニタリング方法をあらかじめ設定

提案

提案

②県南地区広域汚泥資源化事業

建設場所
横手市（横手処理センター内）

設計・施工：Ｒ５.１～R７.3
維持・運営：R７.4～R2７.3

事業方式
ＤＢＯ

処理量
２０ｔ/日

事業費
約４０億円

設計・施工等：約１７億円
維持・運営 ：約２３億円



複数自治体での
包括的民間委託
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３ 自治体が抱える課題

県内企業が抱える課題

人 職員の減少 モノ 老朽化施設の増 カネ 厳しい経営環境

ベテラン社員の退職に
伴う技術継承
慢性的な人手不足

人員の確保 事故等への対応 経営環境人 モノ カネ

保守管理業務の高難
易度化
緊急対応業務の増大
による負担の増大

単年度契約による人員
や資材確保への躊躇
小ロット・短期契約によ
る経営リスク
業務の効率化に限界

1980 1990 2000 2010 2020 2022 2045

人口 1,257 1,227 1,189 1,086 960 930 602

15～64歳人口 861 816 746 640 507 484 256

（単位：千人）

令和５年９月有効求人倍率
建築土木測量技術者：8.33 土木作業従事者：5.75
電気工事者従事者：3.69 約５割減



複数自治体での
包括的民間委託
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３
秋田県

秋田市

管渠：３４０ｋｍ（臨海処理区１６２ｋｍ）

管渠：１，789ｋｍ
男鹿市
管渠：210ｋｍ

潟上市
管渠：267ｋｍ

三種町
管渠：１50ｋｍ

五城目町
管渠：７８ｋｍ

八郎潟町
管渠：５1ｋｍ

井川町
管渠：43ｋｍ

大潟村
管渠：２７ｋｍ

担当職員数：68人（技49人）

体制：総務課、下水道整備課、
下水道施設課

体制：下水道マネジメント推進課（出先なし）
担当職員数：30人（技２４人）

体制：ガス上下水道課
担当職員数：4人（技3人）

体制：上下水道課

担当職員数：５人（技０人）

体制：上下水道課
担当職員数：４人（技０人）

体制：建設課
担当職員数：２人（技０人）

体制：建設課
担当職員数：１人（技０人）

体制：産業課
担当職員数：１人（技０人）

体制：生活環境課
担当職員数：0.5人（技０人）

※ 管渠延長は下水道のほか集落
排水等を含む

※ 人数はＲ２下水道統計の部署等
正規職員



複数自治体での
包括的民間委託
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３

○ 県＋７市町村の管路の点検、保守等を
パッケージ化

○ 県が取りまとめの上、全自治体分の業務
を共同発注

○ 市の中で複数業務をパッケージ化

○ 管路包括（点検、調査、清掃、草刈、
住民対応等）

○ 処理場等※包括(維持管理、小規模修繕等)
※処理場（公共・農集）、中継ポンプ場、親水水路、ＭＰ

情報交換・ノウハウ共有

○ 金額によらず、発注・入札・監督には一定の事務量を要する

○ 包括に当たっては、発注規模が大きい方が官民双方メリットあり
（官：入札等の事務手間が縮減 民：創意工夫の余地大、資金計画安定）
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項目 秋田県
（臨海処理区）

男鹿市 潟上市 三種町 五城目町 八郎潟町 井川町 大潟村

管
路
施
設

巡視
委託

（定期）
直営

（非定期）
未実施

直営
（非定期）

未実施
直営

（非定期）
直営

（非定期）
直営

（非定期）

点検
（一般箇所）

委託
（定期）

委託
（定期）

委託
（定期）

未実施 未実施 未実施 未実施
直営

（非定期）

点検
（腐食箇所）

委託
（実施済）

委託
（実施済）

委託
（実施済）

未実施
（予定あり）

委託
（実施済）

未実施
（予定あり）

委託
（実施済）

未実施
（予定あり）

定期清掃 委託 未実施 未実施 委託 未実施 未実施 未実施 委託

管路内調査 実績あり 実績あり 実績あり 実績なし 実績あり 実績なし 実績あり 実績あり

修繕・改築 実績あり 実績あり 実績あり 実績なし 実績なし 実績なし 実績なし 実績あり

下水道台帳 紙 紙・ｼｽﾃﾑ ｼｽﾃﾑ ｼｽﾃﾑ 紙・ｼｽﾃﾑ 紙 紙 ｼｽﾃﾑ

Ｍ
Ｐ

日常点検 実績あり 実績あり 実績あり 実績あり 実績あり 実績あり 実績あり 実績あり

定期点検 実績あり 実績あり 実績あり 実績なし 実績あり 実績あり 実績あり 実績あり

ｵｰﾊﾞｰﾎｰﾙ 実績あり 実績あり 実績あり 実績なし 実績あり 実績あり 実績あり 実績なし

更新 実績あり 実績あり 実績あり 実績あり 実績あり 実績なし 実績あり 実績なし

管理業者
（委託業者）

Ａ社
(指定管理者)

Ｂ社
Ｃ社
Ｄ社

Ｅ社 Ｆ社 Ｆ社 Ｆ社 Ｇ社

共同発注実施前の状況（Ｒ元）
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【県・市町村の協議会における検討】

総論では賛成、各論については賛否あり

○ 管理レベルのベースアップは必要。
△ 管理レベル向上は、維持費の増とセットであり、住民の理解が得られるか。
○ 緊急対応等を職員が担っているが限界がある。体制の整った民間の機動力に期待。
○ 現在の受託者からも人手不足の声が聞かれ、将来が不透明。
△ 市外の業者が来て、上手く調整できるのか不安。

・｢将来的な維持管理体制の確保｣、｢増加が見込まれる緊急対応への対処｣
は共通の課題

・まずは、限られた業務、短期間で、包括的民間委託（共同発注）を導入

管理レベル
高い水準に揃えて適正に管理

自治体
Ａ Ｂ Ｃ
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【参考】

①Ｈ２８～３０ 固定資産調査及び評価業務の共同発注（県＋３市町）

・入札事務軽減、コスト縮減（調査計画・協議・成果品等の歩掛減）

②Ｈ２５ 市町村橋梁等長寿命化連絡協議会設立（橋梁点検の包括発注）

「（一財）秋田県建設・工業技術センター」と「ＮＰＯ法人
秋田道路維持支援センター」が連携して主務を実施



• 法定点検業務 ＜5年に1回以上＞

• マンホールポンプ点検業務（機械、電気）

• マンホール蓋調査

• 災害時・緊急時点検 （震度4以上、道路陥没など）

• 住民対応業務（詰まり、苦情対応など）

□ 対象業務

□ 対象施設
• 下水道管路延長 約９００ ｋｍ（法定点検：２８２ 箇所）

• マンホールポンプ ３８９ 箇所（集排施設を含む）

□ 委託費用
• 約１．５億円

□ 受注者
• 地元企業２社ＪＶ

第１期 （Ｒ４～Ｒ６年度） 第２期 （Ｒ７年度～）

• 第１期の検証

• ウォーターＰＰＰ対応検討
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□ その他
• １年目の点検結果等を踏まえ、点検頻度等を調整

• 対象業務の拡大

• 業務期間の長期化

• 創意工夫の余地を持
たせた発注内容

等
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項 目 県＋７市町村 秋田市

管
理
保
全
業
務

計画的
業務

保守・点検（腐食環境等） 流域・公共 MH・樋門樋管

保守・点検（ＭＰ） 公共・集排 ※

調査 流域(MH蓋) ○

清掃 － ○

修繕 － ○

維持管理情報管理 DB(流域･公共) 紙ベース

問題解決
業務

不明水対策 － －

悪臭対策 － －

雨天時水質調査 － ○

住民対応
等業務

非常時緊急対応 ○ ○

住民対応（初動） ○ ○

他工事等立会 －

災害対応業務
被災状況等把握 〇 ○

緊急措置・対応 － ○

計画管理業務 SM計画策定 － ○

改築業務
改築に係る設計 －

改築工事 －

※秋田市MPの保守点検は、処理場とセットで包括

県･７市町村管路包括

［プラスの効果］

秋田市管路包括

・市町村職員事務負担軽減（入札等）

・管理水準の向上

・計画的な体制確保、資機材手配

［改善点等］

・県担当者の負担が想定より大（精算等）

⇒Ｒ５から履行監視を外注

・地域特性に応じた管理水準の設定

⇒Ｒ５から一部点検頻度見直し

［プラスの効果］

・職員事務負担軽減（入札等）
・コンサルを入れたことで対応迅速化
（点検不具合→コンサル見解→修繕）

・計画的な体制確保、資機材手配



緊急対応時（道路陥没等）の記録法定点検の記録
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「県と７市町村は同じシステムを導入
⇒点検結果を登録する際の維持管理

受託者の煩雑さを回避



処理場のエネル
ギー供給拠点化

- ２3-

４
③秋田臨海処理センター

エネルギー供給拠点化事業

事業場所
秋田市（臨海処理センター内）

設計・施工：Ｒ６～R８
維持・運営：R９～R2８

事業方式
ＤＢＯ

事業費
約１３２億円

未利用
土地

〇 S57運転開始 当初の全体計画量 ３６万ｍ３/日（１２系列）

〇 現在の全体計画量 １３万ｍ３/日（５系列）

（現況）
水処理
４系列

〇 造成した土地の一部が、人口減少の影響により未利用

〇 県有施設の中でCO2排出量が最も多い施設

〇 消化ガスが安定的に発生、風況◎

設計・施工等：約６４億円
維持・運営 ：約６８億円
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４
③秋田臨海処理センター

エネルギー供給拠点化事業

事業場所
秋田市（臨海処理センター内）

設計・施工：Ｒ６～R８
維持・運営：R９～R2８

事業方式
ＤＢＯ

事業費
約１３２億円

再エネ発電

消化ガス発電

太陽光発電

風力発電

電力供給先
県 秋田市

処理センター 試験研究機関 スポーツ施設 汚泥再生施設

処理場のエネル
ギー供給拠点化

設計・施工等：約６４億円
維持・運営 ：約６８億円



事務を補完する
体制の構築
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５
④広域補完組織の設立

設立形態
官民出資会社

出資者
・県
・県内全市町村
・民間事業者（公募）

〇 老朽化進行・収入減 ⇒ 「経営」の視点が一層重要
（精緻な経営戦略、ストックマネジメント計画等に基づく計画的な事業運営）

〇 一方で職員数は現状維持又は縮減が予想される
（多くの町村は少人数で複数分野のインフラを所管し、突発対応に苦慮。Ｒ４、５は災害も…）

✓ 自治体のニーズに応じたきめ細やかな支援
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既存の関連法人を
補完組織化

独立した補完組織
法人を新設

一般社団／一般財団／
公益社団／公益財団

営利法人
（株式会社）

官民出資
（第三セクター）

官100%出資

民100%出資

既存 技術支援組織

非営利法人

既存法人の活用or新設 組織形態

• (公財)長野県下水道公社

• 北九州ｳｫｰﾀｰｻｰﾋﾞｽ㈱
• 水みらい広島㈱
• 群馬東部水道サービス

• 横浜ウォーター㈱
• クリアウォーターOSAKA㈱

（一般的な民間企業）

主な事例

2

3

4

5

1

○ 法人新設に留まらず、既存の関連法人の活用なども比較検討
○ 全国の事例を参考に法人形態について、有識者で構成する委員会で議論

• (一財)秋田県建設・工業
技術センター

監理・ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ力
政策立案能力

財務・技術に関する
高い専門性

[官のノウハウ] [民のノウハウ]

人材・ノウハウを早期に結集
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①計画策定支援
経営の羅針盤となる経営戦略やストック

マネジメント計画の策定を支援

【コア業務】

②事業運営支援
積算や工事監督等を支援するとともに、事
業運営で生じる経営課題に的確に対応

③技術継承支援
研修等の企画運営を担い、水インフラに関

する技術の継承を支援

水インフラを起点とした
多様な業務展開

［公募時の提案事項の一つ］

ＰＰＰ／ＰＦＩに関する支援も想定
（ＦＳ、発注者支援、モニタリング等）
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○ プロポーザルの結果、『日水コン・秋田銀行・友愛ビルサービスグループ』を選定
○ 選定委員会が、「経営方針」「運営手法」「地域貢献」について審査

［選定グループの経営方針に係る提案］



事務を補完する
体制の構築
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５
④広域補完組織の設立

設立形態
官民出資会社

出資者
・県
・県内全市町村
・民間事業者（公募）

令和元年５月２８日 法定協議会設置（７月補完体制検討部会設置）

令和４年５月２５日 法定協議会 設立準備を進めることに合意

11～12月 補完体制を含む県・市町村の「連携協約」の締結 議会議決

令和５年３月２４日 「連携協約」の締結

９月１１日 パートナー事業者の決定

１０月２０日 株主間協定の締結

１１月下旬頃 登記申請・完了・サービス開始

令和元～３年度 ＦＳ業務、県・市町村による協議、庁内調整

３月～ パートナー事業者の公募開始

社 名 ： ＯＮＥ・ＡＱＩＴＡ株式会社
わ ん あ き た

自治体の一体性 官民共通理念 水（ＡＱＵＡ）起点

出資者 ： 秋田県、県内全市町村、
（株）日水コン、（株）秋田銀行、（株）友愛ビルサービス

出資金 ：

出資比率：

１億円

県・市町村５１％、民間４９％

取締役 ： 県・市町村が候補者３名を指名
民間が候補者２名を指名



今後に向けて
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６
施
設
整
備

維
持
管
理

〇 大規模施設の整備、改築等はPPP/PFIの導入を検討

〇 県内の市町村では、線的な整備においてもDB方式で実施している事例あり

〇 包括的民間委託（共同発注）の水平展開に向けて検討を開始
（中期的にウォーターPPPに対応することも含めて研究）

R5.7 県・市町村協議会部会［ブロック毎］

・ ウォーターＰＰＰ制度の勉強
・ 今後の包括に向けた検討の進め方（先進事例の研究など）
・ その他（菌体りん酸情報、会検フォロー）

R5.７ 共同発注の拡充・水平展開に向けたＦＳ業務委託

R5.11～ 市町村ヒアリング・民間サウンディング

R６.１頃 県・市町村協議会部会［ブロック毎］



- 31 -

国土交通省「地域プラットフォームの取組から得られた「円滑な官民対話」のポイント」

〇 各段階での継続的な対話が重要

〇 特に構想段階では可能な限り
多様な意見を収集することが有用

（興味を惹きつける工夫、情報発信）

［構想・計画段階］

［公募検討段階］

〇 募集要項、審査基準、提案を求める内容、審査方法等は、先行自治体の事例を研究することが有用

［全般］

〇 地域企業の関わり（要件、提案）〇 進捗等は時宜をとらえて公表、報告

おわりに７



ご清聴ありがとうございました

秋田県建設部下水道マネジメント推進課

gesuido@pref.akita.lg.jp

018-860-2461


